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【資料２－１】

宅地造成等規制法の許可等担当部署

（１）県の機関

所 在 地 電 話 所 管 区 域

東濃建築事務所 多治見市上野町5-68-1 0572-23-1111 土岐市

東濃西部総合庁舎

（２）許認可権限を有する市の機関

市 担 当 課 所 在 地 電 話

岐 阜 市 まちづくり推進部開発 岐阜市今沢町18 058-265-4141

指導調整室

多 治 見 市 都市計画部開発指導課 多治見市日ノ出町2-15 0572-22-1111

【資料２－２】

宅地造成工事規制区域の指定日
（平成20年４月１日現在）

指定区域面積の

市 名 指 定 年 月 日 指 定 区 域 面 積 行 政 区 域 面 積 行政区域面積に

（ｈａ） （ｈａ） 対する割合(％)

岐 阜 市 昭和41年 4月27日 1,777 19,512 9.1

多 治 見 市 昭和41年 4月27日 1,325

昭和47年12月20日 1,401

計 2,726 7,779 35.0

土 岐 市 昭和47年12月20日 3,987 11,601 34.4

計 ３ 市 8,490

造成宅地防災区域の指定日
（平成20年４月１日現在）

岐阜県での指定箇所はありません。



- 94 -

【資料２－３】

宅地造成工事許可事務の手続のフロー

（東濃建築事務所管内：土岐市）

照 合

他法令許可申請書等 結果書

申

宅申

造請 市 建 審 許 可 市 申

請 許書

（

築 町

可 経 事 又 は 村

由 務

（

請

正副

）

所 不許可 経

本本 由

者 一二 査 (通知)

）

者

部部

国土利用計画法（届出）

土地開発事業事前協議

（岐阜県土地開発事業の調整に関する規則）

環境影響評価

（岐阜県環境影響評価条例等）



【資料２－４】

宅地造成工事許可の申請に必要な図書

（１）

説明（明示すべき事項） 縮尺（様式） 備考 正本 副本 根拠法令

規則（別記様式
第二）

○ ○ 規則第４条第１項

県細則（別記第
２号様式）

国、都道府県等と知
事との協議の場合

○ ○ 県細則第４条第１項

・方位、道路、目標となる地物 規則第４条第１項

・造成区域の位置 県細則第４条第１項

・方位 同上

・宅地の境界線 同上

・方位

・宅地の境界線

・切土又は盛土をする土地の部分
（色別は切土＝茶色、盛土＝緑色）

・がけ（切土又は盛土をする土地の
部分に生ずるものに限る。以下同
じ。）の位置

同上

・擁壁（切土又は盛土をする土地の
部分に生ずるがけに設置するものに
限る。以下同じ。）の位置

同上

・排水施設（切土又は盛土をする土
地の位置の部分に設置するものに
限る。以下同じ。）の位置

同上

同上

・排水施設の位置、種類、材料、内
のり寸法、勾配及び水の流れの方向

同上

・吐口の位置 同上

・放流先の名称

・がけの高さ、勾配及び土質（土質の
種類が２以上であるときは、それぞれ
の土質及びその地層の厚さ）

同上

・切土又は盛土をする前後の地盤面 同上

・がけ面の保護の方法

規則第４条第３項

県細則第４条第１項

・擁壁の寸法及び勾配

・擁壁の材料の種類及び寸法

・裏込めコンクリートの寸法

・透水層の位置及び寸法 ○ ○

・擁壁を設置する前後の地盤面 県細則第４条第１項

・基礎地盤の土質

・基礎ぐいの位置、材料及び寸法

規則第４条第２項

県細則第４条第１項

排 水 施 設 の 平 面 図

が け の 断 面 図

擁 壁 の 断 面 図

断面図を作成した
箇所に断面図と照
合できるように記号
を附すること。

1/2,500以上

宅 地 の 断 面 図
・切土又は盛土をする前後の地盤面
（色別は切土＝茶色、盛土＝緑色）

擁 壁 の 構 造 計 算 書

地 形 図

宅 地 の 平 面 図

1/2,500以上
等高線は２ｍの標
高差を示すものとす
る。

○

○

1/2,500以上
高低差の著しい箇
所について作成す
ること。

1/500以上

1/50以上

1/50以上

宅地造成等規制法第８条の宅地造成に関する工事の許可申請及び法第１１条の宅地造成に関す
る工事の協議申請（変更の場合を含む。）

図書の名称

宅地造成に関する工事の
許 可 申 請 書

位 置 図

宅地造成に関する工事の
協 議 書

1/10,000以上 ○ ×

×

規則第４条第１項

○

○

○ ○

×

擁壁でおおわれる
がけ面については、
土質に関する事項
は示すことを要しな
い。

○ ○

が け の 安 定 計 算 書 ・土質試験などに基づく安定計算
がけ面を擁壁でお
おわない場合に添
附すること。

○

・擁壁の概要、構造計画、応力算定
及び断面算定

鉄筋コンクリート造
又は無筋コンクリー
ト造の擁壁の場合
に添付すること。

○

○

○
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説明（明示すべき事項） 縮尺（様式） 備考 正本 副本 根拠法令

・擁壁の高さ 規則第４条第１項

・水抜き穴の位置、材料及び内径 1/50以上 ○ ○

・透水層の位置及び寸法

添付書類

・卒業証明書 ○ × 法第９条第２項

・経歴証明書

・マンホール記号、マンホールの種
類、位置及び深さ、排水渠勾配、マ
ンホール間距離、管径、土被り、計
画地盤高、地盤高、管底高

1/500以上 ○ ×

・構造詳細図（開渠、暗渠、落差工、
マンホール、雨水桝、吐口、泥溜）

1/50以上 ○ ○

・方位、等高線、段切位置

・防災施設の位置、形状、寸法及び
名称

・土砂流出防止（流土止め）計画

・工事中の雨水排水経路

・防災措置の時期及び期間

1/100以上 ○ ○

○ ×

申請の委任をした
場合に限る。

○ ×

（２）

説明（明示すべき事項） 縮尺（様式） 備考 正本 副本 根拠法令

規則（別記様式
第三）

○ × 規則第６条

県細則（別記第
４号様式）

○ ×
県細則第１０条第１
項

1/2,500以上 ○ ×

・宅地造成区域の全景（開発区域界
朱書）及び構造物の位置、形状等が
わかるもの
・開発面積が５ha以上のものについ
ては、原則として、航空写真とするこ
と
・本編第６章第１節１完了検査（１）に
よること。

・Ａ４版台紙に貼付すること。

擁 壁 の 背 面 図

工 事 設 計 者 の 資 格 に
関 す る 調 査 書

排 水 施 設 構 造 図

排 水 施 設 縦 断 図

様式は特に定
めはないが、都
市計画法に準
じてもよい。

工 事 写 真

宅 地 の 平 面 図

宅地造成に関する工事の
完 了 検 査 申 請 書

図書の名称

工事の一部完了検査申請書

図書の名称

流 量 計 算 書

委 任 状

高さが５ｍをこえる
擁壁の設置、切土
又は盛土をする土
地の面積が1,500㎡
をこえる土地におけ
る排水施設の設置
の場合に適用

×完 成 写 真

岐阜県宅地造成等規制法施行細則第１０条第１項の工事の一部完了の検査申請

県細則第４条第１項

宅地造成等規制法第１２条の工事完了の検査申請

1/1,000以上防 災 工 事 計 画 平 面 図

防 災 施 設 構 造 図

○ ×

○ ○

○
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（３）

説明（明示すべき事項） 縮尺（様式） 備考 正本 副本 根拠法令

県細則（別記第
８号様式）

○ ○ 県細則第１３条の２

・事業計画の概要

・法第８条第１項の許可が不要となる
理由

・方位

・敷地の境界線 ○ ○

・傾斜地を含む場合は等高線

附 近 見 取 図 ・方位、道路、目標となる地物

（ 案 内 図 ） ・敷地の位置

・方位

・敷地の境界線

・切土又は盛土をする土地の部分
（色別は切土＝茶色、盛土＝緑色）

・がけの位置

・擁壁の位置

・断面図の切断位置

・現況写真の撮影位置、方向

・予定建築物の位置

・敷地の境界線

・切土、盛土をする前後の地盤面（色
別は切土＝茶色、盛土＝緑色）

1 ２面以上とする。

・切土、盛土の区別

・法面、擁壁及びがけの高さ、勾配
及び構造

・予定建築物の位置

・敷地の全景及び構造物の位置、形
状等がわかるもの

1 敷地の境界線を
朱書きすること。

・Ａ４版台紙に貼付すること。
2 ２方向以上とす
る。

そ の 他

法第８条第１項の許
可書又は法第１２条
第２項の検査済証
が交付されていると
きはその写し

○ ○ 同上

3 断面図を作成した
箇所に断面図と照
合できるように記号
を附すること。

1/1,000以上宅 地 の 断 面 図

同上現 況 写 真 ○ ○

同上

2 現況と造成計画
が区別できるものと
する。

○

1/10,000以上

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
図
書

事 業 計 画 書

1/2,500以上宅 地 の 平 面 図

県細則第１３条の２
第１号

1/2,500以上
県細則第１３条の２
第２号

県細則第１３条の２
第３号

等高線は２ｍの標
高差を示すものとす
る。

交 付 申 請 書

現 況 図

1 現況と造成計画
が区別できるものと
する。

2 現況図と兼ねるこ
とができるものとす
る。

同上

宅地造成等規制法施行規則第２８条の２に基づく適合証明書交付申請

図書の名称

○ ○

○

○ ○

○ ○

- 97 -



- 98 -

【資料２－５】

宅地造成工事許可の手数料

（１）手数料

○岐阜県手数料徴収条例

・岐阜県宅地造成等規制法関係手数料の細目を定める規則

（２）宅地造成等規制法関係手数料納付書 次頁
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岐 阜 県 収 入 証 紙 納 付 書

切 土 又 は
住 所 ㎡

盛 土 を す
納 付 者

る 土 地 の

氏 名 面 積

ち ょ う 付 円
宅 地 の 所 在 及 び 地 番

金 額

切 土 又 は 盛 土 を す る
手 数 料 の 額 収 入 証 紙 ち ょ う 付 欄

土 地 の 面 積

50 0㎡ 以 内 の も の 12 , 0 0 0

5 0 0㎡ を 超 え
21 , 0 0 0

1 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

1, 0 0 0㎡ を 超 え
31 , 0 0 0

2 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

2, 0 0 0㎡ を 超 え
47 , 0 0 0

5 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

5, 0 0 0㎡ を 超 え
67 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

10 , 0 0 0㎡ を 超 え
110 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

20 , 0 0 0㎡ を 超 え
170 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

40 , 0 0 0㎡ を 超 え
250 , 0 0 0

7 0 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

※

70 , 0 0 0㎡ を 超 え
340 , 0 0 0 県

1 0 0 , 0 0 0㎡ 以 内 の も の

受

100 , 0 0 0㎡ を 超 え る も の 420 , 0 0 0 付

切 土 又 は 盛 土 の な い 変 更 10 , 0 0 0

備 考 １ 収 入 証 紙 は 、 納 付 者 に お い て 消 印 し な い で 下 さ い 。

２ 「 収 入 証 紙 ち ょ う 付 欄 」 に 貼 れ な い 場 合 に は 、 裏 面 に 貼 り 付 け 、 又 は 納 付 者 の 住 所 及 び 氏 名 を

記 入 し た 別 紙 を 追 加 し て 貼 り 付 け て 下 さ い 。
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【資料２－６】

宅地造成工事許可の申請書等の様式

１ 宅地造成等規制法施行規則関係

(１) 裁決申請書 様式第一（第７条関係）

(２) 宅地造成に関する工事の許可申請書 様式第二〔正〕（第８条関係）

(３) 宅地造成に関する工事の許可通知書 様式第二〔副〕（第８条関係）

(４) 宅地造成に関する工事の完了検査申請書 様式第三（第13条関係）

(５) 宅地造成に関する工事の検査済証 様式第四（第13条関係）

(６) 届出書 様式第五（第15条関係）

(７) 届出書 様式第六（第15条関係）

(８) 届出書 様式第七（第15条関係）

２ 岐阜県宅地造成等規制法施行細則関係

(１) 宅地造成に関する工事の不許可通知書 第１号様式（第３条関係）

(２) 宅地造成に関する工事の協議書 第２号様式〔正〕（第４条関係）

(３) 宅地造成に関する工事協議成立通知書 第２号様式〔副〕（第４条関係）

(４) 宅地造成に関する工事の変更協議書 第３号様式〔正〕（第４条関係）

(５) 宅地造成に関する工事の変更協議成立通知書 第３号様式〔副〕（第４条関係）

(６) 宅地造成に関する工事の変更届 第４号様式（第４条関係）

(７) 宅地造成工事変更届 第５号様式（第４条関係）

(８) 宅地造成に関する工事の変更許可申請書 第６号様式〔正〕（第５条関係）

（９）宅地造成に関する工事の変更許可通知書 第６号様式〔副〕（第５条関係）

(10) 宅地造成に関する工事の変更届 第７号様式（第５条の２関係）

(11) 宅地造成工事変更（完了）届 第８号様式（第５条の２・第７条関係）

(12) 工事の一部完了検査申請書 第９号様式（第10条関係）

(13) 工事の一部検査済証 第10号様式（第10条関係）

(14) 宅地造成許可証・協議証・届出証 第11号様式（第11条関係）

(15) 身分証明書 第12号様式（第13条関係）

（16）適合証明書交付申請書 第13号様式（第13条の２関係）

３ その他

(１) 工事着手届出書 参考様式１

(２) 修補改造完了届 参考様式２
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様式第一

裁 決 申 請 書

裁決申請者 住所

氏名

相 手 方 住所

氏名

宅地造成等規制法第７条第１項の規定による損失の補償について協議が成立しないので、

下記により裁決を申請します。

記

１ 損失の事実

２ 損失の補償の見積り及びその内訳

３ 協議の経過

年 月 日

裁決申請者 住所

氏名 ,

岐 阜 県 収 用 委 員 会 様

〔注意〕

１ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期をあわせて記載すること。

２ 「損失の補償の見積り及びその内訳」については、積算の基礎を明らかにすること。

３ 「協議の経過」については、経過の説明のほか、協議が成立しない事情を明らかにすること。

４ 裁決申請者又は相手方が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。

５ 裁決申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。
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様式第二

〔正〕 宅地造成に関する工事の許可申請書

宅地造成等規制法第８条第１項本文の規定による許可を申請します。 ※ 手 数 料 欄

平成 年 月 日

建築事務所長 様

申請者 氏名 ,

１ 造 成 主 住 所 氏 名
電話（ ） 番

２ 設 計 者 住 所 氏 名
, 電話（ ） 番

３ 工事施行者住所氏名
電話（ ） 番

４ 宅地の所在及び地番

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 平方メートル
土地の面積

切 土 立方メートル
ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
６

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ハ 擁 壁

工

事 番 号 種 類 内法寸法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ニ 排 水 施 設
の

概
ホ 崖面の保護の方法

ヘ 工事中の危害防止の
要 ための措置

ト そ の 他 の 措 置

チ 工事着手予定年月日 平成 年 月 日

リ 工事完了予定年月日 平成 年 月 日

ヌ 工 程 の 概 要

７ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 欄 ※ 決 済 欄 ※許可に当たって付した条件 ※ 許 可 番 号 欄

平成 年 月 日 平成 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印
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様式第二

〔副〕 宅地造成に関する工事の許可通知書

※ この申請書及び添附図書に記載の宅地造成に関する工事については、下記の条件を付して許可しま

許 したので通知します。

可 岐阜県指令 建築第 号の

通 平成 年 月 日

知 ,

欄

条件

１ 造 成 主 住 所 氏 名
電話（ ） 番

２ 設 計 者 住 所 氏 名
, 電話（ ） 番

３ 施 行 者 住 所 氏 名
電話（ ） 番

４ 宅地の所在及び地番

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 平方メートル
土地の面積

切 土 立方メートル
ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
６

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ハ 擁 壁

工

事 番 号 種 類 内法寸法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ニ 排 水 施 設
の

概
ホ 崖面の保護の方法

ヘ 工事中の危害防止の
要 ための措置

ト そ の 他 の 措 置

チ 工事着手予定年月日 平成 年 月 日

リ 工事完了予定年月日 平成 年 月 日

ヌ 工 程 の 概 要

７ そ の 他 必 要 な 事 項

〔注意〕１ 本申請に係る宅地造成に関する工事が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項又は第２
項の開発許可を要するものである場合には、開発許可を受けることにより宅地造成等規制法第８条第１項本
文の許可は不要となります。

２ ※印のある欄は記入しないでください。
３ ２欄は、資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には、○印を付し、かつ、資格を
有することを証明するに足る資料を本申請書に添付してください。

４ ３欄は、未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。
５ ７欄は、宅地造成に関する工事を施行することについて他の法令による許可、認可等を要する場合におい
てのみ、その許可、認可等の手続の状況を記入してください。

６ 申請者は、造成主、設計者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代
表者の氏名を記入してください。

７ 申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記入を自署で行う場合においては、押印を省略する
ことができます。
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様式第三

宅地造成に関する工事の完了検査申請書

宅地造成等規制法第13条第１項の規定による検査を申請します。

平成 年 月 日

建築事務所長 様

住 所

造成主

氏 名 ,

１ 工 事 完 了 年 月 日 平成 年 月 日

２ 許 可 番 号 岐阜県指令 建築第 号の

３ 許 可 年 月 日 平成 年 月 日

４ 工事をした土地の所

在及び地番

５ 工事施行者住所氏名

６ 備 考

※ ※ ※
市 建 県
町 築
村 事
受 務 受
付 所

受
付 付

〔注意〕１ ※印のある欄は記入しないでください。

２ 造成主又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記入してください。

３ 造成主の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記入を自署で行う場合においては、

押印を省略することができます。
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様式第四

宅地造成に関する工事の検査済証

建築第 号の

平成 年 月 日

,

下記の宅地造成に係る工事は、検査の結果、宅地造成等規制法第９条第１項の規定に適合している

ことを証明する。

１ 許 可 番 号 岐阜県指令 建築第 号の

２ 許 可 年 月 日 平成 年 月 日

３ 工事をした土地の所

在及び地番

４ 造 成 主 住 所 氏 名

５ 工事完了検査年月日 平成 年 月 日

６ 検 査 員 職 氏 名 印 ,
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様式第五

届 出 書

平成 年 月 日

建築事務所長 様

住 所

造成主

氏 名 ,

宅地造成等規制法第15条第１項の規定により、下記の工事について届け出ます。

記

１ 工事をしている土地

の所在及び地番

２ 工事をしている土地 平方メートル

の面積

３ 工 事 着 手 年 月 日 平成 年 月 日

４ 工事完了予定年月日 平成 年 月 日

５ 工 事 の 進 捗 状 況

〔注意〕 造成主が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入し

てください。
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様式第六

届 出 書

平成 年 月 日

建築事務所長 様

住 所

届出者

氏 名 ,

宅地造成等規制法第15条第２項の規定により、下記の工事について届け出ます。

記

１ 工事が行われる土地

の所在及び地番

２ 行おうとする工事の

種 類 及 び 内 容

３ 工事着手予定年月日 平成 年 月 日

４ 工事完了予定年月日 平成 年 月 日

〔注意〕 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入し

てください。
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様式第七

届 出 書

平成 年 月 日

建築事務所長 様

住 所

届出者

氏 名 ,

宅地造成等規制法第15条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 転用した土地の所在

及び地番

２ 転用した土地の面積 平方メートル

３ 転 用 前 の 用 途

４ 転 用 後 の 用 途

５ 転 用 年 月 日 平成 年 月 日

〔注意〕 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入し

てください。
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第１号様式（第３条関係）

第 号

年 月 日

様

岐阜県知事 氏 名 □印

宅地造成に関する工事の不許可通知書

許 可 申 請
年 月 日付宅地造成に関する工事の については、次の理由により許可

変更許可申請

第10条第２項
することができないので、宅地造成等規制法 の規定によ

第12条第３項において準用する法第10条第２項

り通知します。

許可をしない理由

（教示）

１ この処分に不服があるときは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６０日以内に、岐阜県

知事に対して異議申立てをすることができます。

２ この処分に不服があるときは、上記１の異議申立てのほか、この処分の通知を受けた日の翌日から起

算して６か月以内に、岐阜県を被告として（訴訟において岐阜県を代表する者は岐阜県知事になりま

す。）、この処分の取り消しの訴えを提起することができます（なお、処分の通知を受けた日の翌日か

ら起算して６か月以内であつても、この処分の日から１年を経過すると処分の取り消しの訴えを提起す

ることができなくなります。）。ただし、上記１の異議申立てをした場合には、この処分の取り消しの

訴えは、異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければな

らないこととされています。
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第２号様式（第４条関係）

（正本） 宅地造成に関する工事の協議書

宅地造成等規制法第11条の規定により協議します。

年 月 日

岐阜県知事 様

協議者 □印

１ 造 成 主 住 所 氏 名
電話 番

２ 設 計 者 住 所 氏 名
電話 番

３ 工事施行者住所氏名 建設業登録 年 月 日 第 号
電話 番

４ 宅地の所在及び地番

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 平方メートル
土地の面積

切 土 立方メートル
ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
６

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ハ 擁 壁

工

事 番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ニ 排 水 施 設
の

概
ホ 崖面の保護の方法

ヘ 工事中の危害防止の
要 ための措置

ト そ の 他 の 措 置

チ 工事着手予定年月日 年 月 日

リ 工事完了予定年月日 年 月 日

ヌ 工 程 の 概 要

７ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 ※協議に付した条件 ※ 協議成立番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印
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第２号様式

（副本） 宅地造成に関する工事協議成立通知書

※ この協議書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事については、協議が成立しましたので岐阜県宅地造成

協通 等規制法施行細則第４条第３項の規定により通知します。

議知 協議成立番号 第 号

成欄 年 月 日

立 岐阜県知事 □印

１ 造 成 主 住 所 氏 名
電話 番

２ 設 計 者 住 所 氏 名
電話 番

３ 工事施行者住所氏名 建設業登録 年 月 日 第 号
電話 番

４ 宅地の所在及び地番

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 平方メートル
土地の面積

切 土 立方メートル
ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
６

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ハ 擁 壁

工

事 番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

ニ 排 水 施 設
の

概
ホ 崖面の保護の方法

ヘ 工事中の危害防止の
要 ための措置

ト そ の 他 の 措 置

チ 工事着手予定年月日 年 月 日

リ 工事完了予定年月日 年 月 日

ヌ 工 程 の 概 要

７ そ の 他 必 要 な 事 項

【注意】１ ※印のある欄は記入しないでください。
２ ２欄は資格を有する者の設計によらなければならない工事を含む場合には○印を付し、かつ、資格を有することを証明する

に足る資料をこの協議書に添付してください。
３ ３欄は未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てください。
４ ７欄は、他の法令の認可、許可等を要する場合においてだけ、その認可、許可等の手続の状況を記入してください。
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第３号様式（第４条関係）

（正本） 宅地造成に関する工事の変更協議書

宅地造成等規制法第12条第３項において準用する法第11条の規定により協議します。

年 月 日

岐阜県知事 様

協議者 □印

前
１ 宅地の所在及び地番

後

前 平方メートル
２ 宅 地 の 面 積

後 平方メートル

前 平方メートル
イ 切土又は盛土をする

土 地 の 面 積 後 平方メートル

切 土 前 立方メートル 後 立方メートル
ロ 切土又は盛土の土量

３ 盛 土 前 立方メートル 後 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
工

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ハ 擁 壁
事

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後
の

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

変 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ニ 排 水 施 設

更 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後

の
前

ホ 崖面の保護の方法
後

概
ヘ 工事中の危害防止の 前

た め の 措 置 後

要 前
ト そ の 他 の 措 置

後

前
チ 工 程 の 概 要

後

４ 宅地造成に関する工事
の協議成立年月日番号 年 月 日 協議成立番号 第 号

５ 変 更 の 理 由

６ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 ※ 変更協議に付した条件 ※ 変更協議成立番号欄

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印
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第３号様式（第４条関係）

（副本） 宅地造成に関する工事の変更協議成立通知書

※ この協議書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事の変更については、協議が成立しましたので岐阜県宅

変成 地造成等規制法施行細則第４条第３項の規定により通知します。

更立 変更協議成立番号 第 号

協通 年 月 日

議知

欄 岐阜県知事 □印

前
１ 宅地の所在及び地番

後

前 平方メートル
２ 宅 地 の 面 積

後 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 前 平方メートル

土 地 の 面 積 後 平方メートル

切 土 前 立方メートル 後 立方メートル
３ ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 前 立方メートル 後 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
工

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ハ 擁 壁
事

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後

の

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
変 前

ニ 排 水 施 設

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

更 後

前
の ホ 崖面の保護の方法

後

ヘ 工事中の危害防止の 前
概

た め の 措 置 後

前
要 ト そ の 他 の 措 置

後

前
チ 工 程 の 概 要

後

４ 宅地造成に関する工事
の協議成立年月日番号 年 月 日 協議成立番号 第 号

５ 変 更 の 理 由

６ そ の 他 必 要 な 事 項

【注意】１ ※印のある欄は記入しないでください。
２ 1欄、2欄及び3欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
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第４号様式（第４条関係）

宅地造成に関する工事の変更届

年 月 日

岐阜県知事 様

届出者 住所
新

氏名 ,

住所
旧

氏名 ,

岐阜県宅地造成等規制法施行細則第４条第４項の規定に基づき、宅地造成に関する工事の変更につ

いて、下記により届け出ます。

協 議 成 立
年 月 日 協議成立番号 第 号

年 月 日 番 号

宅 地 の 所 在

及 び 地 番

前 電話 番
造成主住所氏名

後 電話 番

変 前 電話 番
設計者住所氏名

更 後 電話 番

に 工 事 施 行 者 前

係 住 所 氏 名 後

る 工 事 着 手 前 年 月 日

事 予 定 年 月 日 後 年 月 日

項 工 事 完 了 前 年 月 日

予 定 年 月 日 後 年 月 日

前
そ の 他

後

変 更 の 理 由

※ 市 町 村 県

受

付

（注）※印のある欄は記入しないでください。
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第５号様式（第４条関係）

宅地造成工事変更届
年 月 日

岐阜県知事 様

届出者 住所

氏名 ,

岐阜県宅地造成等規制法施行細則第４条第５項の規定により次のとおり届け出ます。

協 議 成 立
年 月 日 協議成立番号 第 号

年 月 日 番 号

協議成立した
土 地 の 所 在
及 び 地 番

協議成立した
年 月 日から 年 月 日まで

工 事 の 中 止

協議成立した
年 月 日

工 事 の 再 開

協議成立した
年 月 日

工 事 の 廃 止

※ 市 町 村 県

受

付

（注） ※印のある欄は記入しないでください。
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第６号様式（第５条関係）

（正本） 宅地造成に関する工事の変更許可申請書

宅地造成等規制法第12条第1項の規定により許可を申請します。 ※手数料欄

年 月 日

岐阜県知事 様

申請者 氏名 □印

前
１ 宅地の所在及び地番

後

前 平方メートル
２ 宅 地 の 面 積

後 平方メートル

前 平方メートル
イ 切土又は盛土をする

土 地 の 面 積 後 平方メートル

切 土 前 立方メートル 後 立方メートル
３ ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 前 立方メートル 後 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
工

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ハ 擁 壁
事

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後
の

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

変 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ニ 排 水 施 設

更 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後

の
前

ホ 崖面の保護の方法
後

概
ヘ 工事中の危害防止の 前

た め の 措 置 後
要

前
ト そ の 他 の 措 置

後

前
チ 工 程 の 概 要

後

４ 宅地造成に関する工事
の 許 可 番 号 年 月 日 第 号

５ 変 更 の 理 由

６ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 欄 ※ 決 裁 欄 ※ 変更許可に当たつて付し ※ 変更許可番号欄
た条件

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

係員印 係員印
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第６号様式（第５条関係）

（副本） 宅地造成に関する工事の変更許可通知書

※ この申請書及び添付図書に記載の宅地造成に関する工事の変更については、下記の条件を付して許可しました

変通 ので通知します。

更知 変更許可番号 第 号

許欄 年 月 日

可 岐阜県知事 □印

条件

前
１ 宅地の所在及び地番

後

前 平方メートル
２ 宅 地 の 面 積

後 平方メートル

イ 切土又は盛土をする 前 平方メートル

土 地 の 面 積 後 平方メートル

切 土 前 立方メートル 後 立方メートル
３ ロ 切土又は盛土の土量

盛 土 前 立方メートル 後 立方メートル

番 号 構 造 高 さ 延 長
工

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
前

ハ 擁 壁
事

ﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

後

の

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ
変 前

ニ 排 水 施 設

ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ ﾒｰﾄﾙ

更 後

前
の ホ 崖面の保護の方法

後

ヘ 工事中の危害防止の 前
概

た め の 措 置 後

前
要 ト そ の 他 の 措 置

後

前
チ 工 程 の 概 要

後

４ 宅地造成に関する工事
の 許 可 番 号 年 月 日 第 号

５ 変 更 の 理 由

６ そ の 他 必 要 な 事 項

【注意】１ ※印のある欄は記入しないでください。
２ ６欄は、宅地造成に関する工事の計画の変更に伴い、他の法令による許可、認可等を要する場合においてのみ、その許可、

認可等の手続の状況を記入してください。
３ 申請者、造成主、設計者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入し
てください。

４ 申請者の氏名(法人にあつてはその代表者の氏名)の記入を自署で行う場合においては、捺印を省略することができます。
５ 1欄、2欄及び3欄は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
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第７号様式（第５条の２関係）

宅地造成に関する工事の変更届

年 月 日

岐阜県知事 様

届出者 住所
新

氏名 ,

住所
旧

氏名 ,

宅地造成等規制法第12条第２項の規定に基づき、宅地造成に関する工事の変更について、下記に

より届け出ます。

許可年月日番号 年 月 日 第 号

宅 地 の 所 在

及 び 地 番

前 電話 番
造成主住所氏名

後 電話 番

変 前 ○印 電話 番
設計者住所氏名

更 後 ○印 電話 番

に 工 事 施 行 者 前

係 住 所 氏 名 後

る 工 事 着 手 前 年 月 日

事 予 定 年 月 日 後 年 月 日

項 工 事 完 了 前 年 月 日

予 定 年 月 日 後 年 月 日

前
そ の 他

後

変 更 の 理 由

※ 市 町 村 県

受

付

（注）※印のある欄は記入しないでください。
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第８号様式（第５条の２、第７条関係）

宅地造成工事変更（完了）届
年 月 日

岐阜県知事 様

届出者 住所

氏名 ,

第５条の２第２項
岐阜県宅地造成等規制法施行細則 の規定により次のとおり届け出ます。

第７条第１項、第２項

許可年月日番号
年 月 日 第 号

又は届出年月日

許可又は届け出

た土地の所在地

新旧の別
新 旧

変更事項

工事が行われる
土 地 の 所 在
及 び 地 番

行おうとする
工 事 の 種 類
及 び 内 容

工 事 着 手
年 月 日 年 月 日

予 定 年 月 日

工 事 完 了
年 月 日 年 月 日

予 定 年 月 日

許可（届出）
年 月 日から 年 月 日まで

工 事 の 中 止

許可（届出）
年 月 日

工 事 の 再 開

許可（届出）
年 月 日

工 事 の 廃 止

届出工事(完成)
年 月 日

年 月 日

変更しようと

す る 理 由

※ 市 町 村 県

受

付

（注）１ 変更事項は、該当するもののみ記入してください。

２ 不要の文字は、抹消してください。

３ ※印のある欄は記入しないでください。
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第９号様式（第10条関係）

工事の一部完了検査申請書

岐阜県宅地造成等規制法施行細則第10条第１項の規定による検査を申請します。

年 月 日

岐阜県知事 様

住 所

造成主

氏 名 印

１ 工事一部完了年月日 年 月 日

２ 許 可 （ 協 議 成 立 ）
第 号

番 号

３ 許 可 （ 協 議 成 立 ）
年 月 日

年 月 日

４ 工事の一部完了した

土 地 の 所 在 地 及 び

地 番

５ 一 部 完 了 検 査 を
別紙添付図面に明示の区域

申 請 す る 土 地

６ 工事施行者住所氏名

※ 市 町 村 県

受

付

（注）１ 一部完了検査を申請する土地を明示した区域の図面は２部添付してください。

２ ※印のある欄は記入しないでください。
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第10号様式（第10条関係）

工事の一部検査済証

第 号

年 月 日

岐阜県知事 氏 名 印

下記の宅地造成に係る工事は、検査の結果宅地造成等規制法第９条第１項の規定に適合している

ことを証明します。

１ 許 可 （ 協 議 成 立 ）
第 号

番 号

２ 許 可 （ 協 議 成 立 ）
年 月 日

年 月 日

３ 工事の一部完了した

土 地 の 所 在 地 及 び

地 番

４ 一 部 完 了 検 査
別紙添付図面に明示する区域

し た 土 地

５ 造 成 主 住 所 氏 名

６ 工事完了検査年月日 年 月 日

７ 検 査 員 職 氏 名 印 ,
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第11号様式（第11条関係）

１メートル

宅 地 造 成 許 可 証

協 議 証

届 出 証

岐 阜 県

許 可 （ 協 議 成 立 ・
60 年 月 日 第 号
セ 届出）年月日及び番号
ン
チ
メ 造 成 主 氏 名－

ト
ル

設 計 者 氏 名

工 事 施 行 者 氏 名

年 月 日から
工 事 予 定 年 月 日

年 月 日まで

（注）法第15条第２項による場合は、60ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ×30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙとすることができる。
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第12号様式（第13条関係）

表 面

第 号

身 分 証 明 書

所属

職名

氏名

年 月 日生

上記の者は、宅地造成等規制法第４条第１項、第５条第１項及び第18条第１項の規

定に基づき、測量、調査、障害物の伐除並びに試掘等又は立入検査を行なうため、他

人の占有する土地に立入ることができる者であることを証明する。

年 月 日

有効期限（１年） 年 月 日まで

岐阜県知事 印

裏 面

宅地造成等規制法（抜すい）

（証明書等の携帯）

第６条 第４条第１項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、そ

の身分を示す証明書を携帯しなければならない。

２ 前条第１項の規定により障害物を伐除しようとする者又は土地に試掘等を行なお

うとする者は、その身分を示す証明書及び市町村長又は都道府県知事の許可証を携

帯しなければならない。

３ 前２項に規定する証明書又は許可証は、関係人の請求があつた場合においては、

これを提示しなければならない。

第18条 （第１項省略）

２ 第６条第１項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。
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第13号様式（第13条の２関係）

適合証明書交付申請書 ※手数料欄

岐阜県知事 様

確認済証の交付を受けたいので、宅地造成等規制法施行規則第３０条の

規定により下記の計画が宅地造成等規制法第８条第１項（又は第12条第１

項）の規定に適合していることの証明書（ 通）を交付願います。

年 月 日

申請者住所氏名

法人にあってはその

名称及び代表者名 ○印

（電話 ）

所在、地番

土地の所在、地番等

面 積 ㎡

用 途

建 築 面 積 ㎡ 延べ面積 ㎡

予定建築物又は

工 事 種 別 □新築（新設） □増築（増設） □改築

工 作 物 の 概 要 □移転 □用途の変更 □仮設

構 造

工 事 予 定 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

当該許可等の番号・
第 号 年 月 日

年 月 日

その他参考事項

※ 受 付 印 ※ 備 考

（注）※印欄は記入しないでください。
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参考様式１

工 事 着 手 届 出 書

平成 年 月 日

建築事務所長 様

届出者住所氏名 ,

（名称及び代表者名）

宅地造成等規制法第８条に基づく宅地造成に関する工事について、下記のとおり着手しましたので届

け出ます。

記

許 可 番 号 年 月 日 岐阜県指令 建築第 号の 平成 年 月 日

宅 地 の 所 在 及 び 地 番

工 事 着 手 年 月 日 平成 年 月 日

工 事 完 了 予 定 年 月 日 平成 年 月 日

工 事 施 行 者 住 所 氏 名

（名称及び代表者名）

電話

現 場 管 理 者 住 所 氏 名

電話

備 考

※ ※

市 建

町 築

村 事

受 務

付 所

受

付

（備考） １ヘクタール以上の開発行為については、実施工程表を添付してください。

（ 注 ） ※印の欄は記入しないでください。
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参考様式２

修 補 改 造 完 了 届

平成 年 月 日

建築事務所長 様

住 所

届出者

氏 名 ,

宅地造成等規制法第８条に基づく宅地造成に関する工事について、下記のとおり修補改造を完了

しましたので届け出ます。

記

許 可 番 号 岐阜県指令 建築第 号の

許 可 年 月 日 平成 年 月 日

宅 地 の 所 在 及 び 地 番

工 事 着 手 年 月 日 平成 年 月 日

修 補 改 造 完 了 年 月 日 平成 年 月 日

修 補 改 造 の 内 容

（備考）１ 修補改造の前後写真（修補改造の内容のわかるもの）を添附してください。

２ その他完了検査において指示された図書を添附してください。




